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はじめに――課題と構成
筆者は２００９年３月に「CAP改革の健康診断（Health Check）」という
題での論稿を発表し，健康診断という名の２００３年フィシュラー農政改革
に関する中間見直し構想について検討した１）。そこで筆者は２００７年１１月
２０日に欧州委員会［農業・農村開発総局］が欧州理事会と欧州議会に提
出した通知（Communication）を中心に健康診断の青写真に関する内容
上の組み立てとそれにもとづく農政改革上の位置づけをおこなった。
欧州委員会が目指す健康診断の全容と意義はそれによりほぼ明確な輪
郭を与えられたが，その後２００８年５月２０日に半年の諮問期間を経て正式
に健康診断提案（Health Check proposals）が欧州委員会により提示さ
れ，それから半年後の１１月２０日に農相理事会において健康診断に関する
合意がなされた。ここから理解されるように，青写真の発表後に半年の
区切りをもって健康診断は大きな節目を迎え，現在農相理事会の合意の
下に実施の最中にある。農相理事会の合意内容の全貌については２００９年
１月３１日に公表されたところである２）。本稿は２００９年３月の論稿――以
下，通知分析と呼ぶことにする――の続篇として改めてCAP改革の健
康診断について考察するものである。そのなかで分析の中心課題となる
１）拙稿「CAP改革の健康診断（Health Check）」『千葉大学経済研究』第２３巻第
４号，２００９年，１―５０頁。
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のはいうまでもなく２００８年１１月２０日における農相理事会の合意内容であ
るが，通知分析において考察の射程外に置かれた２００８年５月２０日に提示
された健康診断提案についても関連言及をおこなう。合意内容の意義づ
けをおこなうためには青写真，提案，合意の三者に目配りをおこなって
合意内容のそれらとの異同を比較検討することが必要とされる。その前
提作業として健康診断提案に言及することは不可欠である。
健康診断の具体的な実施に関しては農相理事会の合意が決定的な重要
性を有しており，合意に至る裏事情と合わせてその内容に関する立ち
入った吟味は筆者に課せられた宿題にほかならない。青写真による欧州
委員会構想に分析をとどめるのでは健康診断に関する考察としては画竜
点睛を欠くことになる。健康診断提案の概要がいかなるものであるかを
紹介することもさることながら，合意内容がどのようなかたちで決着を
みたのか，そしてそこにいかなる問題点が孕まれているのかを具体的に
論じる作業は健康診断の帰趨を探るうえで欠かすことはできない。
先にも述べたように，欧州委員会の青写真構想，提案との異同を浮き
２）以下，次の理事会規則ないし決定を参照する。本文において逐一参照頁を挙
げないことを断っておく。Council Regulation（EC）No７２／２００９ of１９ Janu-
ary２００９ on modifications to the Common Agricultural Policy by amending
Regulation（EC）No２４７／２００６,（EC）No３２０／２００６,（EC）No１４０５／２００６,（EC）
No１２３４／２００７,（EC）No３／２００８and（EC）No４７９／２００８and repealing Regula-
tions（EEC）No１８８３／７８,（EEC）No１２５４／８９,（EC）No２５９６／９７,（EC）No
１１８２／２００５and（EC）No３１５／２００７, Council Regulation（EC）No７３／２００９of１９
January ２００９ establishing common rules for direct support schemes for
farmers under the common agricultural policy and establishing certain sup-
port schemes for farmers, amending Regulations（EC）No１２９０／２００５,（EC）
No２４７／２００６,（EC）No３７８／２００７ and repealing Regulation（EC）No１７８２／
２００３, Council Regulation（EC）No ７４／２００９ of １９ January ２００９ amending
Regulation（EC）No １６９８／２００５ on support for rural development by the
European Agricultural Fund for Rural Development（EAFRD）, Council De-
cision of１９ January２００９ amending Decision２００６／１４４／EC on the Commu-
nity strategic guidelines for rural development（programming period２００７to
２０１３）, Official Journal of the European Union（３１.１.２００９）.
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彫りにし，合意内容の位置関係を示すことはCAP改革を説明するうえ
で必須の課題となる。合意内容の基本的骨格と内在する問題点を明らか
にしてこそ健康診断の農政改革上の行方が展望されるものとなる。半年
ごとの節目を迎えて青写真から１年後に合意に至っているが，それが果
たしてスケジュールの順調な消化なのかどうかという問いも今回の考察
ではっきりしよう。
健康診断に関してはまた，改革という名を借りたCAP解体の進行と
いう理解がなされても不思議ではない根拠が存する。現在CAP改革は
煮詰まるプロセスを歩んでいるだけに，そこにはCAP発足以来の原型
からみれば解体と捉えても当然であると判断されるギリギリの境界が存
在するからである。それゆえ，そうした大きな問いかけに答えていくの
も本稿の課題である。たとえば，健康診断に先立つ２００３年の根本的な農
政改革を実現した当時の欧州委員会農業・農村開発担当委員フィシュ
ラー（Franz Fischler）について彼がCAPの解体屋（killer）なのか，
あるいはそうではなく，救世主（saviour）なのかとの問いかけがなさ
れ，後者であったとの評価がなされているのが研究史の現状である３）。
以上から窺われるようにCAP改革は際どい位置関係に置かれているが，
健康診断はなおもCAP改革の延長線上にあるというのが本稿の最終結
論である。そこで本稿ではより立ち入ってそれが農政改革の歴史に立つ
３）J.F.M. Swinnen, The Political Economy of the Fischler Reforms of the EU’s
Common Agricultural Policy: The Perfect Storm？, in J.F.M. Swinnen（ed.）,
The Perfect Storm. The Political Economy of the Fischler Reforms of the Common
Agricultural Policy , Brussels ２００８, p.１６１. なお，ピルジオ・ビロリは，今日
ヨーロッパの多くの農業組織は当面フィシュラー農政改革がCAPを救ったと
認識しているとしたうえで，WTOラウンド交渉後まで改革を先延ばしにしよ
うとする当時のフランス大統領シラク（Jacques Chirac）の要請を受け入れて
いたら，それはCAPの終焉を意味したであろうと主張している。興味深い指
摘である。C. Pirzio-Biroli, An Inside Perspective on Political Economy of the
Fischler Reforms, in J.F.M. Swinnen（ed.）., op. cit ., p.１０８.
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内容を帯びていることを具体的に説明していこうと考えている。この検
討を通じてCAP改革が一筋縄ではいかないプロセスを歩んでいる軌跡
がれようが，その点で合意内容はCAP改革の新たな里程標となって
いるわけである。それだけにそうした歴史的節目に随伴する問題点も生
じざるをえないことになる。健康診断は本稿で論じるようにいかなる意
味においてもCAP改革の最終的な歴史的到達点を示すものではない。
そこには煮詰まっているだけの課題がしっかりと残されている。改革と
も解体とも捉えられるような瀬戸際に置かれながら，農政改革を貫こう
としているのであるからそこに問題点があるのは当然のことといわねば
ならない。本稿はそうした境目を十分認識しながら議論を進めていくも
のである。
以上の問題整理を踏まえて本稿の構成についてあらかじめ説明してお
こう。
１では先に述べたように２００８年５月２０日に欧州委員会により正式に立
法提案された健康診断提案の概要を示していく。本稿ではこの作業は合
意内容との比較をおこなううえでも，また合意内容自体の意味合いを明
確にする点でも前提作業となるものである。確かに青写真による構想か
らだけでも合意内容の異同を十分浮かび上がらせることはできるが，提
案はその間に立って実施に向けてより具体的に踏み込んだ内容を有する
だけにここで提案を検討しておくことは極めて有益である。先にも触れ
たように，通知分析ではこの提案に対して十分な吟味をおこなったとは
言い難かった。むろん，健康診断提案の事実に関しては言及しているが，
その内容の精査はやはり不十分であった。通知分析を中心にしていたせ
いもあるが，青写真の考察で事足りるといった発想がそこにはあったと
思われる。なるほど青写真の十分なる吟味なくして健康診断の全貌は語
り尽くせない。欧州委員会の本音が滲み出ているからである。健康診断
を明らかにするうえで欧州委員会の本来的な提言に遡って全体像を浮か
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び上がらせることが肝要である。その意味では通知分析における扱いに
関して妥当性を指摘することが可能であるが，反面手抜かりがあったと
の印象も拭い難い。本稿では青写真と提案とのそうした微妙な位置関係
を踏まえて改めて提案内容を探っていく。
この提案内容では価格政策，直接所得支払い，農村開発政策の順に即
して論点整理がおこなわれる。提案がそうなっているためであるが，こ
の点は青写真と齟齬はない。すなわち，価格政策の歴史的後退に連続す
る改変がなされ，直接所得支払いの簡素化に続いて農村開発政策の内的
充実が提案されていることは青写真から引き継がれた事項であり，それ
についての簡潔な論点整理がなされているので，その整理にしたがって
概要を説明していくことになる。またこの手順は２００８年１１月２０日の農相
理事会合意においても基本的にそのまま踏襲されているので，こうした
論点ごとにやや立ち入った紹介をするのは後の議論との関係上望ましい
ということになる。提案内容はその意味で青写真に窺われる抽象性をか
なり払拭した具体性を帯びており，合意内容に連続する側面を有する。
むろん，具体性を帯びていることはその分だけ理念と現実のギャップを
埋めるべく妥協的な性格を孕んでいるわけであるが，この点で提案内容
に触れる際に青写真との異同がおのずと導かれよう。本稿では必ずしも
全面的にというわけではないが，この点にも留意して議論を進めていく
つもりである。
２では農相理事会の合意内容を総合的に検討する。合意内容の文書は
それ自体相当の分量で多岐にわたる詳細な内容となっており，それらを
逐一っていくとかえって全体像を見失う危険性がある。そこで取り上
げるべき事項については当然のこととして取り上げることにし，ここで
はできるかぎり合意内容の基本的骨格を浮き彫りにするような作業を目
指していこうと思う。幸い，合意内容は価格政策，直接所得支払い，農
村開発政策に関わる事項範囲を独立に区別しているので，１で取り上げ
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る提案内容に準じて説明することが可能となっている。青写真での提言
とも関連させつつ，合意文書についての全容に迫っていきたい。合意内
容の検討が本稿の中心的課題となることはいうまでもないので，合意内
容の紹介と並んで加盟各国がどのような反応をみせたかについての裏事
情をも詳らかにして合意内容の思わざる決着のプロセスを指摘する。こ
の点は単に合意内容をストレートに議論するだけでなく，加盟各国の瀬
戸際折衝（brinkmanship）の所産としての合意内容を浮かび上がらせ
る意味において重要であろう。
確かにEUのパッチワーク・プラグマティズムという従来の慣行から
いって，提案内容と合意内容が食い違うのはEUの場合通例のこととい
えば通例であるが，それにしても合意内容において改めて提示された高
度の政治性には注目されるべき点がある。したがって，ここではその基
本的骨格を示すとともに提案内容と合意内容の異同を明確化することが
要請される。この異同を明らかにすることなしには合意内容の意義に関
する評価はできないといわねばならない。先にも述べたように，健康診
断の全容はCAP改革の最終的到達点では決してないので，今述べた作
業を怠れば合意内容の位置づけそれ自体を見誤ることになる。この点は
十分に留意されてもされすぎることはない論点である。
３では今回の合意内容とそれに含まれる基本論理ないしはそれで出来
上がっている基本的骨格に照らしてどのような評価が与えられるかにつ
いて検討するとともにその意義づけをおこなう。青写真を吟味した際に
は補足的改革が幾重にも重なり合いながらすでに提示した３つの課題群
に応えていこうとする点に欧州委員会構想の形態的特質ないしは評価の
実質があったわけであるが，それとの比較において合意内容の評価がお
こなわれる。１では健康診断提案の論点整理が前提作業としてなされる
ので，その前提作業の絡みにおいても総合的評価が下されることになろ
う。
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行論において具体的に明らかにするように，合意内容はEUパッチ
ワーク・プラグマティズムの所産として加盟各国の利害を高度に収斂さ
せた妥協的なものとなっているが，４で取り上げるそのような経緯に至
る裏事情をあらかじめ勘案したうえで評価をおこないたい。その場合の
評価基準とは１９９２年のマクシャリー農政改革を歴史的起点とし，１９９９年
のアジェンダ２０００農政改革を不可避的な通過点としながら２００３年のフィ
シュラー農政改革へと連なってきた改革の連続性からみた場合の改革性
如何ということである。
すなわち，１９９０年代初めからの３度にわたる歴史的改革の大きな流れ
を切り口として，この切り口からみて合意内容がどのような点を踏襲し
ているのか，あるいはまた，いかなる点で逸脱しているのかが判断され
る。合意内容の意義もこうした切り口に照らしておのずと導かれること
になろう。先に取り上げたように，改革か解体かの際どい位置関係が外
見的にみられるとはいっても，切り口となる評価基準が定まっていれば
正確な位置づけがなされるはずである。ヨーロッパ経済統合の象徴とい
われ半ば聖域化してきたCAP発足時のシステムからみれば，CAPは確
実に解体過程に入っていることになるが，金食い虫CAPに歯止めをか
けCAPの抜本的改変に着手したマクシャリー農政改革の原点に立ち戻
り，その後の２度におよぶ農政改革を考えれば，解体ではなく市場原理
の活用にもとづくスリム化ないし簡素化との結論が得られよう。簡素化
は今回の健康診断におけるキー・ワードにほかならない。したがって，
合意内容はこうした簡素化の流れに即したものなのか，あるいはまた，
そうした流れに逆行するものなのかどうかで評価が決まる。CAP改革
史上における意義はその延長線上においてはっきりとしてくる。
４では今回の合意内容にまつわる問題点が挙げられる。いうまでもな
く，合意内容は完璧なものではありえない。農相理事会合意がマラソン
交渉の末１１月２０日の未明にまでずれ込んできた経緯から窺われるように，
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加盟各国の国益が２７カ国規模でせめぎ合い，正式な投票をせずに特定多
数支持によりようやく合意に達した。EUパッチワーク・プラグマティ
ズムもここに極まった様相を呈している。毎度おなじみのこととはいえ，
かつての６カ国，９カ国，１２カ国，１５カ国の時とは違い，高度の政治的
判断がこのうえなく要請される。合意内容は新規加盟国を交えた初めて
の高次な政治的判断の所産なのである。ここでは改めて欧州委員会提案
（原案）との異同が焦点となり，合意内容がどの点で原案に比べて後退
しているかどうかが検証されることになる。また青写真を分析した際に
指摘しておいた筆者が考える問題点に合意内容がどのような取り扱いを
しているかということも問われてくる。要約すれば，合意内容は難航交
渉の結果としてこれまでになく高度に妥協的であったためにそれに付随
する問題点も少なくないし，容易に解決されるようなものでもない。そ
のような考えられるべき問題点を挙げたうえで問題点の質を明らかにす
るのがここでの課題である。
ここでいう問題点の質とは，問題点が健康診断という名の中間見直し
によりかえって促されたものとして浮上してきたという意味合いである。
すなわち，補足的改革が積み増しされ，CAP改革のテンポが加速して
いることの所産として改革の壁が鮮明になってくるという逆説的展開の
ことにほかならない。それゆえここでは問題点を列挙するだけで事が済
むわけではなく，上述した射程の下に問題点を捉える視角が要請される。
そこでこのような拡がりを認識したうえでの分析が必要とされる。それ
は同時に合意内容が有する積極面と消極面を浮かび上がらせる作業とな
ろう。
「おわりに」においては１，２，３，４での分析を踏まえてCAP改革
の健康診断を青写真の提示，正式提案，農相理事会合意という２００７年１１
月２０日から２００８年１１月２０日までの１年間における動きのなかで総合的に
俯瞰し，４において明らかにされる合意内容の消極面を中心に据えて，
千葉大学 経済研究 第２４巻第２号（２００９年９月）
（１６９） ９
それがどのような手立てで解決されていくべきなのかどうかについて若
干の展望を試みる。青写真にみる欧州委員会構想の提示から実施に向け
た合意をみるまで僅か１年間という短期間であったことを考えると，ど
うしてもスケジュールの消化に関して妥当であったのか，そうでないの
かが問題となってくる。確かに２０１３年に予定されている農政改革の手筈
というスケジュールを勘案すれば，その消化のスピードは妥当か，ある
いはまた，少なくともやむをえない側面があることは否定し難い。しか
し反面でスケジュールの消化ありきという印象も拭い難い。今回の合意
内容ではこの点が改めて問われよう。そうしたことをも踏まえて今後の
スケジュールと合わせ俯瞰と展望をおこなって議論を締めくくることに
したい。
１ 健康診断提案
２００７年１１月２０日に欧州委員会［農業・農村開発総局］が欧州理事会と
欧州議会に提出した通知による健康診断構想は，ヨーロッパ社会経済評
議会，地域委員会など様々な利害関係者・機関との審議・対話を経て半
年後の２００８年５月２０日に健康診断提案として結実し，欧州委員会により
農相理事会の審議原案として提出される運びとなった。「はじめに」に
おいても触れたとおり，通知分析ではこの提案内容は正面だって考察の
対象として取り上げられなかった。通知内容を中心とする分析手順との
関係からこの取り扱いは間違っていなかったと考えているが，立法提案
として農相理事会に提出された以上その概要について知っておくことは
不可欠である。まして２００８年１１月２０日にこの提案に関する実施合意がな
された経緯がすでにあることからすれば，なおさらこの提案内容は重要
性を帯びてくる。これについての分析はもはや前提作業としてはずすわ
けにはいかないのである。そこで以下では健康診断提案についてその概
要がいかなるものであるのかを紹介すると同時に考察を加えていくこと
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にしよう。
健康診断提案は大きくいって３つの部分に分かれる。これは青写真の
構想段階においても健康診断のねらいが価格政策の改変，直接所得
支払い，すなわち，単一支払いスキーム（Single Payment Scheme，以
下SPSと略記）の簡素化，新しい試練への対処と農村開発政策の拡充
ないし内的充実の３点に置かれていたことと照応するものである。この
手順に即して説明していくことにする４）。
１．１ 価格政策の改変
価格政策の改変は提案では市場支持手段の現代化（modernising）と
項目立てられている。CAP価格政策システムの特徴である間接統制の
改変が意図されている――むろん，直接統制への転換の意味ではない―
―から，この場合現代化とは市場原理の活用にもとづく価格政策のスリ
ム化にほかならない。そこで挙げられる基本的骨子は，ａ）義務的セッ
ト・アサイドの永続的な廃止，ｂ）パン用小麦というひとつの穀物への
介入制限と飼料穀物に対する介入数量ゼロの設定，ｃ）２００９年度から
２０１３年度まで牛乳割当比率１％引き上げを随伴する２０１５年における牛乳
４）Commission of the European Communities, Proposal for a Council Regulation
establishing common rules for direct support schemes for farmers under the com-
mon agricultural policy and establishing certain support scheme for farmers, Pro-
posal for a Council Regulation on modifications to the common agricultural policy
by amending Regulation（EC）No３２０１／２００６,（EC）No１２３４／２００７,（EC）No３／
２００８ and（EC）No［…］／２００８, Proposal for a Council Regulation amending
Regulation（EC）No１６９８／２００５on support for rural development by the European
Agricultural Fund for Rural Development（EAFRD）, Proposal for a Council Deci-
sion amending Decision２００６／１４４／EC on the Community strategic guidelines for
rural development（programming period２００７ to２０１３）（以下，Proposalと略記），
Brussels,２０.５.２００８, COM（２００８）３０６ final．欧州委員会提案を簡潔に要約し
たものとして，J. Moss, J. Binfield, M. Patton, L. Zhang and P. Westhoff,
Health Check: Major Surgery or Cosmetic Procedure？ EuroChoice , volume７
issue３,２００８, p.１１を参照
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クォータ（生産割当）制度の段階的な廃止の３つである。
ａ）とｃ）については青写真の構想段階でも改変の目玉となっていた
ものであり，欧州委員会により不動の路線として堅持されたことになる。
ａ）は間接統制に付随する異質な直接的な供給管理政策の最終的な廃棄
であり，間接統制への完全な一元化が目指されている。ｃ）は遅れて
やってきた酪農価格政策の抜本的な弾力化に追随する改変であり，リ
ジッドな供給管理政策のソフトランディング的な廃止を意味している。
ａ）とｃ）は異なる背景を有するものの，これらの改変により事実上直
接的な供給管理政策全般が価格政策システムから一掃され，生産の自由
化が認知されることになる。これはイギリスやデンマークがかねてから
主張していた事項であった。これらの国々にとって直接的な供給管理政
策は生産への制約そのものにほかならなかったからである。
ｂ）は穀物介入政策の簡素化であるが，後者の飼料穀物に関する介入
数量ゼロの設定がとりわけて重要である。EU穀物価格政策の一大特質
が飼料価格政策システムである――１９７０年代後半のサイロシステムへの
転換により基本線となる５）――ことからいって，飼料穀物への介入数量
がゼロに据え置かれるのはもはやこの面から価格支持をおこなわないこ
とを宣言したに等しく，介入政策が価格支持手段でなくなる大きな歴史
的転換に立つことが企図されている。ここでも簡素化がキー・ワードと
なっているのである。穀物価格政策の改変はこの点で峠を越えたといっ
てよい。
ａ），ｂ），ｃ）の３つを貫いているのは市場原理の活用であり，それ
にもとづく価格政策の簡素化である。農民に市場のシグナルに敏感に対
応することを促すとされているのはここに起因する。欧州委員会農業・
農村開発担当委員ボエル（Mariann Fischer Boel）は農民に対して生産
５）拙著『EU穀物価格政策の経済分析』農林統計協会，２００６年，１４，２８―３８頁。
CAP改革の健康診断（Health Check）再論
１２ （１７２）
の潜在能力（potential）を最大化し，市場が欲するものを生産する自由
を与えると主張する６）のも，市場原理の活用に拠っているからである。
ただし，これを市場原理主義と混同してはならない。価格政策の廃棄自
体はおよそ論外とされているからである。混同すると，価格政策の解体
と誤認することになる。価格変動防止機能としての価格政策の役割は維
持されているとみるべきである。パン用小麦への介入政策の温存が意味
するのはまさしくそれである。全体として介入政策の簡素化が提示され
ているからこそ，価格政策のスリム化なのである。
１．２ 直接所得支払い，すなわち，SPSの簡素化
SPSの簡素化は２００３年フィシュラー農政改革の一層の推進である。ま
たこの点でフィシュラー農政改革が残した宿題を果たそうとする意図が
窺われる。そこで挙げられているのは，ａ）関連のない必要要件をはず
しつつ，セット・アサイド措置の環境便益を維持し，水資源の管理に対
処するための必要要件を加えてクロス・コンプライアンスを修正するこ
と，ｂ）農村再構築・開発プログラム，リスク管理措置，幾つかの部門
に特化している条件不利地域および「緑の政策」の措置のためにSPSの
利用可能性を一国的に許容する範囲を拡大すること，ｃ）歴史モデルを
採用してきた加盟各国が平等な比率での支払いに向かうオプションを採
ることを可能にすること，ｄ）大規模に直接支払いをデカップリングす
るが，他に経済的選択肢を持たない地域における経済活動を支えるため
にカップリングされた支持を維持すること，ｅ）支払い額が運営する行
政コスト以下である地域における支払いを制限することの５つである。
ａ）はセット・アサイド措置がこれまで果たしてきた環境維持機能を
６）J. Moss, J. Binfield, M. Patton, L. Zhang and P. Westhoff, Health Check: Ma-
jor Surgery or Cosmetic Procedure？, p.１１.
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認識し，廃止に伴うマイナス効果を相殺する措置を考慮することであり，
水資源の管理は青写真において新たな試練といわれている項目に該当す
る。クロス・コンプライアンスを修正し，新たな社会経済条件に適合的
な方向性を目指そうというのである。ｂ）は１．３の農村開発政策の新展
開と重なり合うが，リスク管理措置は確実に新しい試練のカテゴリーに
入る。「緑の政策」の措置がわざわざ盛り込まれているのはWTO適合型
の施策の織り込みが健康診断の射程に組み入れられていることを意味し
ている。ｃ）は歴史モデルから地域モデルへの転換を積極的に促すこと
で直接所得支払いの平準化を達成していこうとする意欲を示している。
ｄ）はやや妥協的であるが，搾乳牛プレミアムと雌羊プレミアムの維持
を残すかたちで生産補助金的性格をごく部分的に温存すべきとの意向を
示唆している。耕種作物支払い，牛肉特別プレミアム，屠殺プレミアム
に関する完全デカップリングがなされるとしているから，この点では
フィシュラー農政改革により複雑化した部分的デカップリングの部分的
存続をますます狭める工夫が凝らしてあるといえる。ｅ）は青写真構想
でも指摘されていた行政コストの簡素化であり，中途転職農民（a
farmer-by-default）に対する小額支払いへ向けてタガをかけることであ
る。専業農民に対して均衡を失しないような直接所得支払いを制度的に
維持しながら，そうでないか，そうでなくなった農民に対して過度の行
政負担にならないような支払いにとどめ置く課題が重大なこととして受
け止められている。１．３で示される義務的モジュレーションの強化によ
り上層農民に対する支払いにタガをかけることと同様に大きな難問と認
識されていると判断される。むろん，後者の問題の方がメインであるこ
とはいうまでもないが，前者の問題も行政負担という意味では無視しえ
ないということであろう。これはｃ）の点とも連動している。SPSに関
して歴史モデルから地域モデルへの転換のテンポを速めてかつての間接
統制の愚を解消したい意向が予想外に強いのではないだろうか。
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１．３ 新しい試練への対処と農村開発政策の内的充実
この項目は農村開発政策のさらなる振興と同義であり，１．２でも農村
再構築・開発プログラムやリスク管理措置で挙げられている。１．３の項
目立てはしているが，守備範囲をまたいで要請されている課題である。
すなわち，CAPの重心を第１の柱である価格政策から第２の柱である
農村開発政策へとより一層移動させることが目指されているのである。
価格政策のスリム化とは対照的に農村開発政策の振興といった空間的な
誘導政策の余地がますます拡がりをみせている。この点について筆者は
EU穀物価格政策についての著書のなかで問題提起し，健康診断に関す
る通知分析においても指摘しておいた７）が，その動きが一段と鮮明に
なってきたといってよい。したがって，この趨勢はもはや覆し難いもの
であるといって差し支えない。
ここで指摘されているのは，ａ）気候変動，バイオエネルギー，水資
源の管理，生物多様性の衰退といった新しい試練に対処する最も有効な
手段と考えられる農村開発政策の展開，ｂ）２００９年から２０１２年までに
２％ずつ引き上げて現行５％から１３％へと義務的モジュレーションを強
化して農村開発政策に向けた余剰資金の捻出づくりと累進的な要素の導
入の２つである（表１を参照）。
ａ）でいわれているのは，従来の多面的機能に加えて新たな機能が付
加することで農村開発政策の守備範囲がこれまでになく拡充することで
ある。上述の４点にわたる新しい課題に有効に対応する施策として農村
開発政策が決定的に重視されている。そのためには資金捻出の手立てが
講じられなければならない。それがｂ）の義務的モジュレーションの強
化である。２００３年フィシュラー農政改革において定まった直接所得支払
７）前掲拙著『EU穀物価格政策の経済分析』，１３，２８３頁，前掲拙稿「CAP改革の
健康診断（Health Check）」，４７―４８頁。
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い総額の５％を農村開発政策に振り向ける比率が１３％へと飛躍的に増加
させられる。これは青写真の構想段階における数値と一緒である。比率
を飛躍的に高めなければ農村開発政策の拡充はおぼつかないとの認識が
そこにはあり，毎年比率２％の引き上げは揺るぎない方針となっている
わけである。そして，このモジュレーションの強化は累進性という要素
の導入でもあると位置づけられている。すなわち，前掲表１にみるよう
に，年間１０万ユーロの直接所得支払いを受給する上層農民に対してより
累進的なモジュレーションをかけようとしているのである８）。１．２の
ｃ）で挙げられている直接所得支払いの平準化という方向性がここでも
貫かれようとしている。直接所得支払いが歴史モデルに依拠するかぎり，
かつての所得再分配の歪みは是正されえない。そこで歴史モデルから地
域モデルへの転換を加速させようとすると同時に累進性のタガをかける
ことによって上層農民への直接所得支払いの偏りを正そうというのが義
務的モジュレーションのもうひとつのねらいであった。前掲表１からわ
表１ 直接所得支払い受給額別モジュレーション率
％
２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２
１―５，０００未満 ０ ０ ０ ０
５，０００―９９，９９９ ５＋２ ５＋４ ５＋６ ５＋８
１００，０００―１９９，９９９ ５＋５ ５＋７ ５＋９ ５＋１１
２００，０００―２９９，９９９ ５＋８ ５＋１０ ５＋１２ ５＋１４
３００，０００以上 ５＋１１ ５＋１３ ５＋１５ ５＋１７
資料：Commission of the European Communities, Proposal ,２００８, p.８.
注：左端の項目欄の単位はユーロ。＋の右側数字が追加的モジュレーション率。
８）この点は表１をみてもらえれば明らかであるが，１０万ユーロ以上を強調したも
のとして以下を参照のこと。Oral―Political Agreement on CAP Health Check,
http:／／wales.gov.uk／about／cabinetstatements／２００８／caphealth／?lang＝en.
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かるとおり，このねらいは欧州委員会提案では極めてラディカルであっ
た。欧州委員会は過去の過ちからの決別を意識しながら，これにより約
４９億ユーロの資金捻出が可能と算定している９）。もしこの提案がそのま
ま実現すれば，農村開発政策の実施に向けた資金的余裕はこのうえもな
く大きくなろう。一挙両得を目指した施策と判断して間違いない。
２ 農相理事会の合意内容
２００８年１１月１８日から健康診断提案に関する農相理事会における検討が
なされ，１１月２０日の未明に合意をみた。マラソン交渉はおなじみの事態
であるが，正式提案からきっちり半年後に合意に達したのは後でも触れ
る補足的改革の積み増しという意味合いでいえば異例のことといってよ
い。そこで以下では合意内容について立ち入った考察を加えていくが，
合意内容をまとめた文書は価格政策に関わる部分，直接所得支払いに包
括的な議論を繰り広げている部分，農村開発政策の内容整備を取り上げ
た部分の３つに分かれている――内容的に重複する箇所もないではない
――ので，その順に沿って説明していくことにしよう。１での正式提案
内容を踏襲すれば，価格政策の改変，直接所得支払いの簡素化，
新しい試練への対処と農村開発政策の内的充実ということになる。
２．１ 価格政策の改変
２．１．１ 耕種作物についての義務的セット・アサイド措置の廃止
農相理事会の合意に関する各国の対応を示す情報では必ずといってよ
いほど合意内容の第１番目の目玉として義務的セット・アサイド措置の
廃止が挙げられている。「供給サイドの管理手段」（a supply-side man-
９）IEEP CAP Health Check Review: Overview of Key Outcomes, http:／／cap
２０２０. ieep.eu／２００８／１２／２／ieep-cap-health-check-review-political-agreement.
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agement tool）１０）としてのセット・アサイド措置はもはや不要と判断さ
れたのである。義務的セット・アサイド措置は２００９年１月１日をもって
最終的に廃止されている。合意内容に関する文書ではこの措置の廃止に
関する記述はない。直接所得支払いの簡素化の箇所において関連言及さ
れているだけである。欧州委員会の正式提案においては最初の説明的覚
え書の箇所で義務的セット・アサイドの廃止が挙げられているが，各論
に入ると言及はない。一見こうした事態は不思議であるが，義務的セッ
ト・アサイド措置の最終的な廃止はもはや自明のことであったのだろう。
それで今回のような取り扱いになったものと推察される。
しかし，この直接的な供給管理政策の廃止の意味合いは途轍もなく大
きい。間接統制の価格政策に付随していた「直接統制」の名残が決定的
に排除される運びとなったからである。欧州委員会は当初からこの措置
に経過的な性格を付与していた。マクシャリー農政改革の際にそのよう
に取り決められた。卒業の論理を内在化させていたわけである。欧州委
員会は今回のこの改変について農民への制約を解除し，生産の自由化を
与えて農民が市場のシグナルに機動的に対処するためとしている。おそ
らくこの発想に嘘はあるまい。筆者は１９９０年代末のアジェンダ２０００農政
改革時にこのような発想が欧州委員会により提示され，管理手段として
のセット・アサイド措置がその去就をめぐって交通整理する時期に入っ
たと指摘しておいた１１）。２００３年フィシュラー農政改革において生産から
のデカップリングとしてSPSが新機軸として導入された延長線上からも
この措置の撤廃が現実のものとして展望されるに至った。それが今回の
改変に結実したということになる。
ところで，この点において欧州委員会ならびに農相理事会は別の根拠
１０）EU Member States reach political agreement on the European Commission’s
CAP Health Check proposals, http:／／useu.us mission.gov／agri／cap.html.
１１）前掲拙著『EU穀物価格政策の経済分析』２５５，２７３―２７５頁。
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づけをおこなっているように思われる。欧州委員会は市場価格が良好な
状況にある今日，義務的セット・アサイド措置が時代遅れになっている
との認識である。すなわち，経過的措置としてのセット・アサイド措置
を卒業させる要因と並んで多分に偶発的な需給関係の好転にその改廃要
因を求めているのである。短期的に潜在的な過剰の圧縮以外の外的要因
が廃止の理由になっている。偶発的な要因であれば，セット・アサイド
比率ゼロにするといった方策が考えられ，廃止というような劇的な改変
に至らないと判断されるが，それを支えるのが生産の自由化というもう
ひとつの背景である。
今回の改変ではこのふたつの論理が重なり合っている。上述したよう
に，セット・アサイド比率ゼロに据えるというような小手先の対応を覆
して永続的な廃止となっているのは，市場のシグナルに農民が積極的に
反応すべきとの発想があるからである。農相理事会はこれに関連して欧
州委員会よりもはるかに需給関係の好転に力点を置いている。穀物に関
する世界的な需要増と在庫不足が需給関係の引き締まりをもたらし，介
入価格を上回る市場価格が実現しているという強気の見方である。とは
いえこの論理から直ちに義務的セット・アサイド措置の廃止は導かれな
い。需給関係は天候条件などにより変動するからである。その点におい
て農相理事会はデカップルされた援助とともに市場条件の展開が義務的
セット・アサイド措置の存続を無用のものにしていると指摘している。
SPSの改変が理由として挙げられているのである。とすれば，農相理事
会においてもこの措置のあり方をめぐり整理すべき時期にあるとの認識
に立っているとするのが妥当的な見方であろう。需給関係の好転は廃止
に向けた有力な推進契機になったといってよい。
ともあれ，義務的セット・アサイド措置の廃止によりSPSを随伴して
いるものの，「価格調節一元論」に決定的に傾斜する価格政策の交通整
理に片がつき，介入価格を軸にする最低価格支持制度が名実ともに体裁
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を整える。価格政策はこれにより価格変動防止機能にかぎりなく純化す
ることになろう。１２０万haから１６０万haの耕種面積が生産自由化に向け
て休耕の縛りから解除されることになる。欧州委員会は牛乳のクォータ
制度の廃止と並んで「残存している農民への市場制限」（remaining mar-
ket restrictions on farmers）１２）を取り除く重大な改変に踏み切ったので
ある。その意味で欧州委員会の原案どおりに農相理事会において追認的
な合意がみられたことになる。
最後に生産の自由化といってもそこにはすんなりいかない事情がある
ことに留意しなければならない。それは義務的セット・アサイド措置が
ここ２０年にわたり果たしてきた農村景観維持機能のメリットを考慮し，
動植物の生息地，生育地といった環境便益を保持する条件づけを伴って
いるからである。これは２．２．１で取り上げる「適切な農業環境条件」の
要件に組み込まれている。とすれば，クロス・コンプライアンスの違っ
た縛りを受けるおそれがないではない。営農活動との関連において注意
を払う点が残されたというべきであろう。
２．１．２ 牛乳クォータ制度の段階的な廃止
牛乳クォータ制度の段階的な廃止について農相理事会では欧州委員会
の原案どおりに合意がなされた。これもまた義務的セット・アサイド措
置の廃止とともに総じて異論のない点であったといってよい。むろん，
それは後に言及するように，まったく摩擦がなかったことを意味しない。
とはいえ，フィンランドが制度存続を訴える１３）動きを示したものの，大
勢は廃止を大前提と受け止めており，廃止が決まった。ただし，段階的
１２）France hammers out compromise on EU’s agriculture future, http:／／www.
euraction.com／en／cap／france-hammers-compromise-eu-agriculture-future.
１３）Agriculture and Fisheries Council in Brussels１８―２０November２００８: Agree-
ment on the Health Check of the CAP, http:／／www.mmm.fi／en／index／
ministry／press_releases／０８１１２０_neu-vosto_eng.html.
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な廃止という点が義務的セット・アサイド措置のそれと異なるところで
ある。これは穀物価格政策の改変が連続的に進行してきた経緯とは違っ
て酪農価格政策の抜本的な改変が２０００年代に入ってようやく本格化して
きた事態を受けたもので，価格政策の弾力化と連動して需給調整システ
ムへの円滑な移行が目指されたからにほかならない。その動きはソフト
ランディング的解決と形容されている。ここにも需給関係の相対的な好
転という最近の市場環境の変化が介在しており，適正な需給調整の経過
的な維持に配慮したクォータ比率の小幅引き上げを積み増しして生産の
自由化につなげていこうとするものである。牛乳クォータ制度は２０１５年
４月１日に廃止される手筈となっている。そこで２００９／１０年度から２０１３／
１４年度にかけて１％ずつクォータ比率の引き上げを図る内容である――
ただし，イタリアの場合には２００９／１０年度に一挙に５％の引き上げがな
されるが，仮に６％以上の引き上げがなされた場合には通常の５０％増し
の超高率賦課金がペナルティとして課せられることになっている――。
今回の改変において目指されているねらいのひとつは，２００４年５月に
EUに加わった新規加盟国の酪農再構築である。牛乳の生産がこれらの
国々では減少していたのであるが，最近における内外の需要の盛り上が
りは牛乳クォータ制度が導入された時とは対照的に生産拡大への阻害要
因になっているというのである。こうした状況のなかでは牛乳クォータ
制度は市場指向性を低下させるものでしかないとの認識に立つ。牛乳
クォータ制度は酪農農民が価格シグナルへの対応を歪め，酪農再構築を
鈍化させることにより酪農部門の効率性のメリットを妨げているとの判
断があった。そこで需給調整システムの抜本的な再編に向けて「円滑な
移行」（a smooth transition）を可能にする適切な調整がなされなけれ
ばならない。その点でクォータ制度の段階的な廃止が現実の日程に載せ
られることになったのである。その結果，加盟各国が足並みをそろえて
クォータ比率の引き上げにもっていくためにひとまず「管理された円滑
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な移行」（a controlled and smooth transition）が強調されている。過大
な引き上げに対するペナルティも維持されているので，段階的な廃止に
向けた体制づくりが周到に準備される運びとなったのである。
最終的にはこの段階的な廃止により牛乳価格はバター価格やチーズ価
格にヨリ直接的に誘導されるものとなる。２００４年から２００７年にかけて着
手された酪農価格政策の弾力化に合流することになるはずである。
クォータ制度という直接的な供給管理政策がはずされて最低価格支持制
度を基本的特質とする間接統制が整う。ただし，この場合でも農相理事
会の判断では酪農製品の需給関係の好転がやや過大にすぎる評価ではな
いかとの懸念がある。市場原理の活用という基本的方向性に照応した制
度改変に異論はないが，この需給関係の好転をもって解除というのは根
拠としては弱いのではなかろうか。EU農民の代表的な組織である欧州
農業組織委員会／欧州農業協同組合委員会（COPA-COGECA）はこの点
に関連して農業組織の多くが市場と生産者の生き残りといった微妙なバ
ランスを考えるのならば，クォータ比率が引き上げられることをなお要
求しないとの意見表明をおこなっている１４）。過剰基調に根差した懸念が
示されていることになろう。ソフトランディングという解決の仕方には
潜在的な過剰基調に対する経過的な供給管理の意味合いがある。農相理
事会の合意にもかかわらず，手順を間違うと廃止へのシナリオが狂う可
能性がなお残されている。事態の推移が注目される。
２．１．３ 介入政策の簡素化
義務的セット・アサイド措置の廃止，牛乳クォータ制度の段階的な廃
止に象徴されるように，価格政策に長年付きまとっていた供給管理手段
を取り除いて市場原理の活用に向けた価格政策のスリム化ないし簡素化
１４）France hammers out compromise on EU’s agriculture future, http:／／www.
euraction.com／en／cap／france-hammers-compromise-eu-agriculture-future.
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が改変の基本的方向であるとするならば，市場価格形成に少なからぬ影
響を与える介入政策も当然そうした動きに連動してスリム化の方向に向
かわざるをえない。そうでなければ市場指向性は首尾一貫したものには
ならず，また完結しないであろう。農相理事会合意においてもこの点で
大きな変化がみられた。後にやや立ち入って議論するとしてその前に介
入政策の簡素化に関連する基本的骨子を指摘しておけば，それは市場介
入メカニズムの「純粋なセーフティ・ネット」（a genuine safety net）
への転換と位置づけることができる。セーフティ・ネットの特徴づけは
欧州委員会の提案においても強調されていたものであり，農相理事会合
意はこの点でも欧州委員会の原案を追認した格好だ。価格政策の簡素化
という事態の進行に歩調をそろえて介入政策の簡素化が農相理事会にお
いて基本的には異論なく了承されたと考えることができる。
ａ）豚肉の買い入れ介入の廃止をまず挙げよう。豚肉の生産と消費は
かつてほどではなくなったにせよ増加基調にあり，中長期的に需給関係
は安定していると判断された。そうした事態を裏づけるように，豚肉の
市場価格は介入価格を越え続けると見通されている。事実，ここ数年に
わたり買い入れ介入は実施されてこなかった。そうした状況を最後的に
追認するかたちで買い入れ介入が廃止されることになった。次にｂ）大
麦，ソルガムなど飼料穀物の買い入れ介入ゼロの設定である。ここでは
「セーフティ・ネット」がとりわけて指摘される。競争力と市場指向性
を確実なものにする点に照らして市場混乱と市場への農民の適応に向け
た安全弁としての介入政策が提示されている。設定ゼロというのは多分
に可変性が前提にされており，機動的に対処する余地を残すものとなっ
ているが，世界的な需要の盛り上がりによる世界的に有利な価格環境が
強調され，ひとまず介入政策の実質的無用論が認知されたことになる。
市場価格が介入価格を上回っているので買い入れ介入は意味を失ってい
るというわけである。この趨勢は中長期的に持続するとの前提である。
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結果として，穀物の介入は価格形成に影響する要因というよりはセーフ
ティ・ネットとされるべきであるとの判断が下された。ただし，普通小
麦への介入数量は３００万トンと限定されて残された。在庫政策としては
有効であろう。価格暴騰のような事態も予測されるから，その場合には
在庫政策で対応しなければならない。これはセーフティ・ネット機能と
矛盾するものではない。最後にｃ）バターへの介入数量３０，０００トン，脱
脂粉乳への介入数量１０９，０００トンの設定である。農相理事会はこれら酪
農製品の介入政策の思い切った簡素化に関する改革を拒否した１５）。この
帰結として，上記の介入数量が設定された。介入数量としては相当抑制
された水準であり，価格形成に対する影響も限定されている。在庫政策
の展開の余地に立ってみて価格変動防止という点は望ましい。
介入政策の簡素化の際にも市場原理の活用という基本的方向性が需給
関係の好転により補完されている事実を窺うことができる。前者の不変
要因と後者の変動要因の二重の論理によりセーフティ・ネット機能への
傾斜が説明されることになる。後者の変動要因に大きな変化はないとの
前提に立った政策判断がなされているわけであるが，前者の不変要因が
より重視されることでセーフティ・ネット機能への傾斜の「決定的性質」
が導かれている。いずれにせよ，介入政策における今回の改変により価
格政策総体として価格変動防止機能に純化する途が切り開かれたといっ
てよいであろう。介入政策の簡素化の意義もここにあると評価されるべ
きである。
２．１．４ 乾燥飼料，亜麻・麻，馬鈴薯澱粉の生産援助の廃止
今回の農相理事会合意では上記作物の生産支持から生産者支持への転
換が決定した。これは単一市場組織規制に関わる改変の一環であり，１
１５）EU Member States reach political agreement on the European Commission’s
CAP Health Check proposals, http;／／useu.us mission.gov／agri／cap.html.
CAP改革の健康診断（Health Check）再論
２４ （１８４）
では基本的概要の提示に主眼を置いたため取り上げなかったが，通知分
析ではSPSの簡素化と直接的供給管理政策の廃止と並んで改変の柱
になっていたので言及しておいたところである１６）。むろん，正式提案の
なかには盛り込まれていた。とに比べてマイナーな位置関係にある
ことは否めないが，生産からのデカップリングをおこなって価格政策の
なかに組み入れるという脈絡では相応の重要性を有す。そこで価格政策
の簡素化の一角として説明することにした。これら作物について従来の
生産援助金を廃してSPSのデカップルされた所得支払い制度に組み込む
ことが改変のねらいである。農相理事会報告によると，これはより市場
指向的で持続可能な農業を振興するうえで必要だとされている。
乾燥飼料のSPSへの組み込みは２００３年農政改革により進行していたも
のであるが，この飼料生産がますますマイナスの環境効果を生み出す点
に照らして製造現場に対する残された援助をデカップリングすることで
この分野全体での完全デカップリングへの移行を実施に移し，市場と環
境の両面に対応した生産を促すねらいがある。２０１２年４月１日までが移
行への過渡期とみなされている。亜麻・麻の生産援助は今回の合意によ
りデカップルされ，SPSに組み入れられるものとなる。これは２０１２年７
月１日までの過渡期が設定されている。馬鈴薯澱粉に関しても同様に
２０１２年７月１日までを過渡期としながら２００３年に部分的にデカップルさ
れていた生産者への援助が完全デカップリングされる。過渡期をすぎれ
ば，この作物に適応されているクォータ制度はSPSへの組み入れと踵を
接して廃止される。
一見マイナーともいえるこれら作物が相応の重要性を帯びて言及され
ているのは，市場指向性という基本的方向性に向かって適応すべき部門
があるとしたら適用されなければならない作物を代表するものとして取
１６）前掲拙稿「CAP改革の健康診断（Health Check）」，２９―３０頁。
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り上げられているからである。いわば，これらの作物は生産からのデ
カップリングの象徴であり，適用されなければならない作物があるとす
れば，必然的にSPSシステムの下に置かれることを暗示する存在として
の意味合いが持たされているわけである。通知分析において指摘したよ
うに，この箇所に続いて「より絞り込んだ政策」（more targeted policy）
が取り組むべき施策として展開されているのは以上に起因する。
２．２ 直接所得支払いの簡素化
２．２．１ クロス・コンプライアンスの範囲の調整
農相理事会合意における現状認識では直接所得支払いに関する幾つか
の要因が調整される必要があるとされ，その場合に直接所得支払いのデ
カップリングが拡充されたうえでSPSの機能が簡素化されねばならない
ものとされた。この点に関連して公共健康，動植物の健康，環境，動物
の福祉が法令的な必要要件の基本的骨格となり，これらに照らして必要
要件を充足しない農民は直接所得支払いを削減されるか，もしくは意図
的ないし悪質な場合には支払い対象から除外されるとしている。先に挙
げた必要要件が義務的クロス・コンプライアンスの中心的な守備範囲と
なる。
そこでクロス・コンプライアンスシステムは直接所得支払いの下での
共同体支持にとって欠くことのできない要素であり，維持されなければ
ならないものとなっている。しかし，これまでの経験からすればクロ
ス・コンプライアンスの範囲内で必要要件の多くは営農活動（farming
activity）や土地利用に十分関連するものとはなっておらず，農民とい
うより各国当局に関わるものになっている事実が明らかになった。それ
ゆえ，改めてクロス・コンプライアンスの範囲を調整することが妥当で
あると判断された。その点において重要なのはクロス・コンプライアン
スと農民との関係をはっきりさせることであり，具体的には農地の耕作
CAP改革の健康診断（Health Check）再論
２６ （１８６）
放棄地化を回避し，適切な農業環境条件の維持を確実にするために土
壌・気候条件，現行営農システム，土地利用，作物栽培のローテーショ
ン，農業実践および農業構造といった領域の特性を考慮に入れて採用さ
れてきた基準の枠組みを堅持することである。今回の農相理事会ではこ
の点についての合意が改めてなされた。
しかし，これまでの経緯を振り返るとこの基準に関わる点やその便益
的な効果が加盟各国の実施を裏づける点で十分とはいえないとの認識が
なされた。そこで２００９年以前に加盟各国はそうした基準の土台となるべ
き事項について最低必要要件を規定し，そのうえで一国的ルールを適用
すべきとし，その際には基準は選択的なものであってはならないとされ
た。これは上述の枠組みに首尾一貫性をもたせるためである。義務的ク
ロス・コンプライアンスが確認されているのである。
ここで示唆されているのは，２００３年農政改革においてSPSの導入と表
裏一体の関係で認定された義務的クロス・コンプライアンスが想定され
たほど円滑に遵守されておらず，不備が目立つ事実である。直接所得支
払いの削減やそれからの締め出しが再度強調されている点がその証しで
ある。そこでクロス・コンプライアンスの基本的守備範囲を公共健康，
動植物の健康，環境，動物の福祉といった領域に明確化し，営農活動に
おける遵守要件を調整することが不可避とみなされたのである。土壌・
気候条件から既存の営農システムや土地利用におよんで最終的に農業実
践や農業構造の特性に立った共同体の枠組みが包括的に言及されたのも
以上に起因しよう。基準の選択性や任意性が否定されている点は重要で
ある。だが，ここでの指摘はなお抽象的であり，詰めるべき問題が残さ
れている。クロス・コンプライアンスが今回の農相理事会で十分議論さ
れなかった１７）との批判は以上に起因しよう。しかしそれにしても，営農
１７）Ibid.
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活動に対する縛りが適切な農業環境条件の下でクロス・コンプライアン
スの強化により果たされようとする方向性が提示されたとみて間違いな
い。ただし，この点でEUレベルでのクロス・コンプライアンスは一国
的なそれよりも厳格ではないとの意見がある１８）ことに義務的クロス・コ
ンプライアンスの本質を示すものと理解できないではない事実が注目さ
れる。
２．２．２ 義務的セット・アサイド措置の廃止に伴うマイナスの環境効果
と水資源の管理
SPSの下での義務的セット・アサイド措置の廃止は幾つかの場合にお
いて景観的特徴にとりわけ関連してマイナスの環境効果を呼び起こすも
のとなっている。そこでこの景観的特徴を保護することをねらいとした
共同体条項を強化することが妥当性を有しているというのが農相理事会
の判断であり，合意内容に盛り込まれた。それについて加盟各国は生息
地や生育地の創設，あるいはまた保持を講じるのが可能でなければなら
ないとされる。この点に関連してたとえばヨーロッパ環境政策研究所
（Institute for European Environmental Policy，以下IEEPと略記）は
野鳥の減少が最近顕著になっていることを挙げ，セット・アサイド措置
の廃止がこうした問題状況からみて失望に値するとの意見表明をおこ
なっている１９）。IEEPはクロス・コンプライアンスを通じてセット・ア
サイドの解消に伴うマイナスの環境効果を緩和しようとする措置がこの
環境損失を相殺するのに不十分であると指摘したうえで，野鳥の減少は
今回の廃止により持続するとしている。動植物の生息地や生育地の保持
は２．２．１のクロス・コンプライアンスの柔軟化により推し進められるこ
とになろうが，それにしても義務的セット・アサイド措置の廃止が価格
１８）Ibid.
１９）IEEP CAP Health Check Review: Overview of Key Outcomes, http:／／cap
２０２０. ieep.eu／２００８／１２／２／ieep-cap-health-check-review-political-agreement.
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政策のスリム化との関連から諸手を挙げて歓迎されていない事実は注目
される。一方が得れば他方が失われる関係性が重大なこととみなされて
いることになるわけである。EU農業の社会的側面が環境損失という点
で重視されることで浮き彫りになった問題にほかならない。これは到底
一筋縄では片づかぬ難題である。
それとなお１点追加しておけば，この事項に続いて営農活動というこ
とに照らして水資源の保護と管理が幾つかの地域においてますます深刻
な問題になっていると指摘されていることが挙げられる。２．２．１で取り
上げられた適切な農業環境条件といった共同体の枠組みは水質汚染や表
面流水に対して水資源を保護し，また水利用の運営を図っていく目的に
即して強化されなければならないとの認識が提示された。ここでは水資
源の管理が適切な農業環境条件の一環に位置づけられ，クロス・コンプ
ライアンスのなかに組み入れられている。後でも言及するように，水資
源の管理は健康診断提案において対処すべき新たな試練のカテゴリーに
入っているものであるが，そうした新たなカテゴリー入りした事項がわ
ざわざ特記事項として取り上げられ，クロス・コンプライアンスの下に
置かれた事実は重要であろう。
２．２．３ 直接所得支払いの配分をめぐる問題
農相理事会の合意では直接所得支払いの配分について少数の高額受給
者に多額の支払いがなされていると特徴づけられるとの認識が示された。
そして高額受給者が効率的に獲得されるべき所得支持の目的に対して同
水準の単一支持を必要としていないことは明らかであるとも指摘された。
それと関連して新しい試練に対処する農村開発事業の資金繰りをおこな
うために支払いの大きな割合が特別な貢献をなすことについて農民に期
待するのは公正であると言明したうえで結論として高額支払いの引き下
げを大幅におこなうための機構づくりを整えることは適切であるし，そ
のことにより得られる余剰が農村開発の枠組みにおいて新しい試練に対
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処するべく活用されなくてはならないとされた。
ここで明らかにされているのは，直接所得支払いが少数の高額受給者
に集中しているという弊害をもっており，この弊害を除去することが急
務だという点である。具体的には年間５，０００ユーロ以上の直接所得支払
いを受給する上層農民に対して受給額の一定比率を徴収することにより
直接所得支払いの平準化を図ろうとするものである。とくに３０万ユーロ
以上を受給する超高額受給者に対してはより累進性の原則を適用して直
接所得支払いをそぎ落とすこととしている。これは２．３で改めて再論す
るのでここでは概要のみを述べるにとどめるが，かつての間接所得補償
の時代から繰り延べられてきた所得補償の悪弊が直接所得補償において
もなお罷り通っていることへの反省であり，それを踏まえた抜本的な是
正をはっきりと認知したということである。この点に関連してこの悪弊
を助長している歴史モデルから地域モデルへの転換が促進される方向性
については，２．２．４で詳しく言及しよう。
モジュレーションがその具体的な解決形態であるが，それが農村開発
政策に充当されるというもうひとつのねらいに収斂してくる。いわば，
モジュレーションにより上層農民の直接所得支払いに関する逓減性に対
する根拠づけがおこなわれている。新しい試練に対処するというこれま
でとは異なる課題群を引き合いに出してモジュレーションの正当性がア
ピールされることになったのである。ただ単に逓減性を貫いて直接所得
支払いの配分を是正するだけではない。再配分（新たな還元）策が提示
されているわけである。すなわち，悪弊の除去と農村開発に向けた資金
捻出という二重の意味合いにおいて再配分が推し進められることになっ
たのである。それが実は難航を極める作業であったことは４．２で合意の
裏事情として触れることにしよう。
上層農民への直接所得支払いの偏りは以上により相当程度是正される
ことになるが，農相理事会合意ではこれと並んでもうひとつ小額支払い
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にまつわる問題が言及されている。これは通知分析において取り上げた
ように，基本的には中途転職農民に対する小額支払いの問題であり，小
額ゆえに行政コストの膨張を促しているという意味での農業財政問題で
ある。農相理事会の認識では小額支払いを管理することは加盟各国の関
係当局にとって厄介な問題を提起しているとされる。直接所得支払いが
１ha未満の農場あたり１００ユーロ以下であるような場合には過度の行政
負担を回避するために直接所得支払いの受給が抑えられねばならないと
する。そのために最低限度（minimum thresholds）を加盟各国が適用
できるような特別条項が追加されなければならないとの判断である。む
ろん，辺鄙な地域やエーゲ海諸島ではこの規定は運用されないが，土地
なし農家に面積基準の限度適用は有効ではないとし，平均的な最低額が
交付されるものとする。
直接所得支払いに組み入れられる農民の扱いを平等にするために最低
限度が組み入れ過程の最終段階に支払われる最終額を基準に交付される
との判断もなされた。これは２００４年５月にEU加盟を果たした新規加盟
国の農民に該当する事項である。これらの国々の農民は直接所得支払い
の基準を有さない。そこで農民としての資格があるかぎりでできるだけ
均等待遇していこうとする趣旨にほかならない。ここからわかるように，
持続的に農民であることが焦点となっているわけである。それに直接関
連して合意内容では農業活動が経済活動全体において些細な割合しか占
めないか，あるいはまた，農業活動の実をあげていないか，限界的にし
かあげずにいる受給者に直接所得支払いを交付するケースが多くみられ
たが，そうした受給者への支払いを抑え，農業コミュニティの公正な生
活水準を確実にするために支払いがおこなわれるよう加盟各国に支払い
を控える権限が与えられなければならないとされた。
欧州委員会は「純粋な農民」（a genuine farmer）という言葉を用い
て有資格の農民の存在を挙げ，これら農民に対する正当な直接所得支払
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いをおこなうことで営農を支える趣旨を強調していたが，農相理事会で
もこのスタンスが明示的に追認されたことになる。小額の直接所得支払
いを個別に処理しているのでは行政コストがかさみ，それが支払額を超
えるようでは財政面から許容しえない問題である。そのことが中途転職
農民問題として浮かび上がっていた。農民としての資格をもたない者に
直接所得支払いを継続することは妥当性を欠くとの判断がここにはある。
これもまた，平準化問題の一角を構成している。
以上はいずれも直接所得支払いの配分にまつわる問題であるが，共通
しているのは直接所得支払いの簡素化を図っていく点である。農相理事
会ではいずれの懸案事項に対しても欧州委員会提案に基本的に賛意を表
明し，希釈化されたとはいえ一応の合意に達した。前掲表１から理解さ
れるように，欧州委員会提案の減額調整幅（逓減性）が厳格な階層性を
帯びつつ極めて急進的であったために農相理事会で紛糾の的になる経緯
については４．２で詳述することとして，ここでは逓減性自体を覆すこと
はなくそれについて合意がなされたことを確認しておけば十分である。
また，後者の問題が必ずしも前者の問題と比較してマイナーな問題点だ
とみなされていないのも合わせて重要である。これは１の健康診断提案
で言及したとおりである。その理由は現在の農業財政支出の制約面から
いって決して無視しえない論点になっているからと考えて差し支えない。
そこで平準化と効率性の観点から双方に是正判断が下されたのである。
（２００９年６月８日受理）
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